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韓
国
の
現
状

　

韓
国
で
は
、
1
9
9
4
年
に
官
民
連
携

事

業
（
P
P
P
〈Public Private 

Partnerships

〉
事
業
）
が
本
格
的
に
導

入
さ
れ
た
。
開
始
当
初
か
ら
今
日
ま
で
主

流
と
な
っ
て
い
る
手
法
は
、
民
間
事
業
者

が
自
ら
の
資
金
調
達
に
よ
っ
て
鉄
道
、
高

速
道
路
な
ど
の
イ
ン
フ
ラ
施
設
を
整
備
し
、

利
用
者
か
ら
の
利
用
料
に
よ
り
整
備
費
用

を
回
収
す
る
手
法
（
B
T
O
手
法
）
で
あ

る
。
イ
ン
フ
ラ
施
設
の
整
備
終
了
後
に
、

所
有
権
が
政
府
に
移
転
す
る
も
の
の
、
政

府
は
民
間
事
業
者
に
対
し
て
当
該
イ
ン
フ

ラ
施
設
の
運
営
権
を
設
定
す
る
こ
と
と
な

る
。
な
お
、
イ
ン
フ
ラ
施
設
の
種
類
、
所

在
地
な
ど
に
よ
っ
て
は
、
政
府
が
一
定
金

額
の
補
助
金
を
支
給
す
る
こ
と
も
あ
る
。

こ
の
こ
と
は
、
独
立
採
算
事
業
が
あ
ま
り

実
施
さ
れ
て
い
な
い
日
本
と
の
大
き
な
違

い
と
い
え
る
。

　

ま
た
、
行
政
機
関
が
公
示
す
る
事
業
ば

か
り
で
は
な
く
、
民
間
事
業
者
の
発
意
に

よ
り
事
業
化
さ
れ
る
事
業
が
多
い
こ
と
も

特
徴
で
あ
り
、
民
間
が
独
立
採
算
で
事
業

遂
行
で
き
る
と
判
断
し
た
も
の
が
事
業
化

さ
れ
て
い
る
と
も
い
え
る
。

　

な
お
、
独
立
採
算
事
業
が
増
加
し
た
背

景
に
、
M
R
G
（
最
低
運
営
収
入
保
証
）

と
い
う
制
度
が
あ
る
。
こ
れ
は
1
9
9
9

〜
2
0
0
9
年
に
か
け
て
導
入
さ
れ
て

い
た
も
の
で
、
政
府
が
事
業
に
お
け
る
民

間
事
業
者
の
収
入
を
一
定
額
保
証
す
る
制

度
で
あ
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
民
間
事
業
者

は
低
い
リ
ス
ク
で
P
P
P
事
業
を
実
施
す

る
こ
と
が
可
能
で
あ
っ
た
。

　

し
か
し
、
韓
国
政
府
の
財
政
事
情
が
逼ひ

っ

迫ぱ
く

し
て
い
る
こ
と
や
、
民
間
事
業
者
の
運

営
上
の
努
力
が
低
減
し
て
い
る
の
で
は
な

い
か
と
議
会
な
ど
か
ら
批
判
を
受
け
た
こ

と
で
、
M
R
G
制
度
の
新
規
事
業
へ
の
適

　
韓
国
に
お
け
る
官
民
連
携
事
業
（
P
P
P
事
業
）
は
、
高
速
道
路
、
鉄
道
な
ど
の
イ
ン
フ
ラ
の
新
規
整
備
事
業
に
お
け

る
独
立
採
算
型
が
主
な
事
業
形
態
で
あ
る
。
か
つ
て
、
独
立
採
算
型
の
事
業
に
お
い
て
政
府
保
証
制
度
を
導
入
し
民
間
事

業
者
の
リ
ス
ク
を
軽
減
し
て
い
た
が
、
当
該
制
度
は
廃
止
さ
れ
、
新
規
事
業
数
が
大
幅
に
減
少
し
た
。
そ
こ
で
、

2
0
1
5
年
に
政
府
が
リ
ス
ク
の
一
部
を
負
担
す
る
新
手
法
を
導
入
す
る
と
、
P
P
P
の
新
規
事
業
の
案
件
数
に
増
加
基

調
が
見
ら
れ
た
。
し
か
し
現
在
、
政
権
交
代
に
よ
り
P
P
P
事
業
は
抑
制
傾
向
だ
。

　
こ
の
よ
う
に
韓
国
の
P
P
P
制
度
は
変
更
を
繰
り
返
し
て
い
る
が
、
独
立
採
算
型
の
多
い
韓
国
の
政
策
の
試
行
錯
誤
に

は
、
独
立
採
算
型
の
事
業
を
進
め
よ
う
と
す
る
日
本
が
学
ぶ
べ
き
点
も
あ
る
。

　
本
稿
で
は
、
韓
国
に
お
け
る
P
P
P
の
低
迷
、
韓
国
と
日
本
に
お
け
る
官
民
連
携
を
取
り
巻
く
状
況
の
類
似
点
、
相
違

点
を
明
ら
か
に
し
な
が
ら
、
わ
が
国
に
お
け
る
官
民
連
携
の
在
り
方
に
つ
い
て
示
す
こ
と
と
す
る
。

官
民
連
携
事
業
、韓
国
の
教
訓

浮
き
沈
み
か
ら
見
え
て
く
る
も
の
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用
が
09
年
に
廃
止
（
そ
れ
ま
で
に
適
用
済

み
の
事
業
は
事
業
終
了
時
ま
で
適
用
継

続
）
さ
れ
た
。
M
R
G
制
度
の
廃
止
以
降

は
、
民
間
事
業
者
か
ら
の
発
案
が
大
き
く

減
少
し
、
新
規
案
件
数
が
激
減
し
た
（
図

表
1
）。
韓
国
政
府
と
し
て
は
、
P
P
P

事
業
草
創
期
に
お
け
る
M
R
G
制
度
は
民

間
事
業
者
の
興
味
を
引
く
た
め
に
重
要
な

政
策
だ
っ
た
と
評
価
し
て
い
る
が
、
韓
国

国
内
で
は
い
ま
だ
に
議
会
な
ど
か
ら
の
批

判
が
あ
る
。

　

M
R
G
制
度
廃
止
後
の
P
P
P
の
新
規

事
業
数
激
減
を
受
け
、
新
た
な
事
業
手
法

と
し
て
、
民
間
事
業
者
の
リ
ス
ク
を
一
部

公
共
で
も
負
担
す
る
B
T
O-

a
（
損
益

共
有
型
）
と
B
T
O-

r
s
（
リ
ス
ク
分

担
型
）
が
15
年
に
導
入
さ
れ
た
。
い
ず
れ

も
、
完
全
独
立
採
算
事
業
に
比
べ
て
民
間

事
業
者
に
と
っ
て
の
収
益
率
が
低
く
、

M
R
G
制
度
導
入
中
の
拡
大
期
に
比
べ
る

と
提
案

数
は
必

ず
し
も

多
い
と

は
い
え

な
い
も

の
の
、

民
間
事

業
者
の

リ
ス
ク

が
低
減

さ
れ
た

こ
と
か

ら
再
度
、

P
P
P

の
新
規

事
業
数

増
加
が

期
待
さ

れ
た
。

　

そ
う
し
た
中
、
17
年
の
政
権
交
代
に
よ

り
、
官
民
連
携
そ
の
も
の
へ
の
政
府
の
意

識
が
転
換
す
る
に
至
っ
た
。
す
な
わ
ち
、

民
間
事
業
者
の
ノ
ウ
ハ
ウ
活
用
、
財
政
負

担
軽
減
を
期
待
し
官
民
連
携
を
推
進
す
る

立
場
か
ら
、「
公
共
性
」
を
重
視
し
連
携

の
推
進
に
ス
ト
ッ
プ
を
か
け
る
立
場
に
転

換
し
た
。
政
府
の
方
向
性
の
転
換
に
よ
り

マ
ー
ケ
ッ
ト
も
委
縮
し
、
新
規
案
件
が
創

出
さ
れ
に
く
い
状
況
と
な
っ
て
い
る
。
韓

国
の
大
手
イ
ン
フ
ラ
フ
ァ
ン
ド
へ
の
ヒ
ア

リ
ン
グ
で
は
、
P
P
P
事
業
に
対
す
る
政

府
の
方
向
性
が
見
え
に
く
い
こ
と
か
ら
、

投
資
に
抑
制
的
に
な
っ
て
い
る
と
の
声
が

確
認
で
き
た
。
独
立
採
算
で
行
わ
れ
て
い

た
高
速
道
路
事
業
が
、
政
権
交
代
を
き
っ

か
け
に
政
府
直
営
事
業
に
転
換
さ
れ
た
こ

と
も
、
P
P
P
事
業
の
縮
小
傾
向
を
裏
付

け
る
印
象
的
な
出
来
事
と
い
え
る
。

　

韓
国
の
官
民
連
携
を
取
り
巻
く
状
況
は

非
常
に
厳
し
い
が
、
韓
国
政
府
の
財
政
状

況
は
依
然
と
し
て
望
ま
し
い
状
態
と
は
い

え
な
い
こ
と
や
、
整
備
の
必
要
な
イ
ン
フ

ラ
施
設
は
依
然
と
し
て
多
く
存
在
し
て
い

る
こ
と
か
ら
、
民
間
資
金
の
活
用
の
必
要

性
は
今
後
も
変
わ
ら
な
い
だ
ろ
う
。

　

な
お
、
独
立
採
算
に
限
ら
ず
P
P
P
事

業
を
促
進
す
る
こ
と
を
目
指
し
、
韓
国
政

府
は
05
年
か
ら
、
独
立
採
算
を
前
提
と
し

な
い
リ
ー
ス
方
式
（
B
T
L
手
法
）
を
導

入
し
た
。
こ
れ
は
、
学
校
や
病
院
な
ど
の

ハ
コ
モ
ノ
の
公
共
施
設
を
民
間
資
金
に
よ

り
整
備
し
、
そ
の
後
政
府
が
民
間
事
業
者

に
対
し
て
長
期
に
わ
た
り
割
賦
払
い
を
行

う
も
の
で
あ
る
。
日
本
に
お
け
る
サ
ー
ビ

ス
購
入
型
の
B
T
O
制
度
と
経
済
的
に
類

似
し
て
い
る
。
た
だ
し
、
発
注
者
側
の
財

政
負
担
の
平
準
化
は
実
現
で
き
る
も
の
の
、

財
政
負
担
縮
減
に
は
寄
与
し
な
い
と
い
う

認
識
か
ら
、
財
政
担
当
部
局
と
し
て
は

B
T
L
手
法
に
対
す
る
消
極
姿
勢
が
見
ら

れ
る
。

日
本
と
共
通
し
た
課
題

　

こ
こ
か
ら
は
、
日
本
と
韓
国
の
官
民
連

携
の
実
態
に
つ
い
て
具
体
的
な
比
較
を
行

う
。
両
国
が
共
通
し
て
抱
え
る
課
題
と
し

て
、
以
下
の
点
が
挙
げ
ら
れ
る
。

　

①
手
続
き
の
簡
素
化

　

韓
国
で
も
P
P
P
事
業
の
手
続
き
に
は

一
定
の
時
間
が
か
か
る
こ
と
か
ら
、
手
続

き
の
簡
素
化
の
必
要
性
が
高
い
。
手
続
き

の
簡
素
化
と
効
率
的
な
事
業
条
件
設
定
を

目
的
と
し
て
、日
本
の「
競
争
的
対
話
」（
落

札
者
決
定
前
に
、
民
間
事
業
者
か
ら
の
提

案
内
容
な
ど
に
つ
い
て
、
政
府
と
民
間
事

業
者
が
対
話
す
る
制
度
）
に
類
似
し
た
制
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度
が
導
入
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
民
間

事
業
者
の
ノ
ウ
ハ
ウ
が
流
出
す
る
こ
と
へ

の
懸
念
か
ら
、
現
時
点
で
は
一
度
も
活
用

さ
れ
て
い
な
い
。
こ
の
ほ
か
、
手
続
き
の

簡
素
化
に
向
け
て
、
中
央
政
府
に
よ
る
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン
策
定
が
有
効
で
あ
る
と
評
価

さ
れ
て
い
る
が
、
他
に
効
果
の
あ
る
対
応

策
は
な
く
、
韓
国
政
府
の
財
政
担
当
部
局

を
悩
ま
せ
る
課
題
の
一
つ
で
あ
る
。
こ
の

点
、
わ
が
国
に
お
い
て
も
官
民
対
話
の
た

め
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
策
定
や
手
続
き
の
簡

素
化
の
た
め
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
策
定
さ

れ
て
い
る
と
こ
ろ
だ
が
、
依
然
と
し
て
各

自
治
体
で
は
P
P
P
事
業
自
体
の
手
続
き

の
煩
雑
さ
に
対
す
る
不
満
の
声
が
あ
り
、

P
P
P
事
業
を
検
討
の
俎そ

じ
ょ
う上
に
載
せ
る
こ

と
自
体
が
敬
遠
さ
れ
て
い
る
部
分
も
あ
る

よ
う
で
あ
る
。

　

②
運
営
事
業
者
の
意
向
反
映

　

コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
（
共
同
事
業
体
）
の

中
で
建
設
事
業
者
が
主
導
的
な
役
割
を
果

た
し
、
設
計
事
業
者
や
運
営
事
業
者
が
主

導
的
な
役
割
を
果
た
し
て
い
な
い
こ
と
も

共
通
し
て
い
る
。
韓
国
で
は
、
フ
ァ
イ
ナ

ン
ス
を
行
う
金
融
機
関
や
建
設
事
業
者
の

プ
レ
ゼ
ン
ス
が
高
く
、
特
別
目
的
会
社

（
S
P
C
）
組
成
時
に
は
両
者
の
意
見
が

最
優
先
さ
れ
る
た
め
、
設
計
事
業
者
や
運

営
事
業
者
は
発
言
力
が
弱
く
、
設
計
業
務

や
運
営
業
務
部
分
で
利
益
率
の
高
い
事
業

と
な
る
案
件
は
少
な
い
、
と
い
っ
た
事
業

者
の
声
も
あ
っ
た
。
こ
の
点
、
日
本
で
も

運
営
事
業
者
の
意
向
が
反
映
さ
れ
に
く
い

P
F
I
（
民
間
資
金
に
よ
る
社
会
資
本
整

備
）
事
業
も
あ
る
。
実
際
に
日
本
の
運
営

事
業
者
に
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
行
っ
た
際
に
は
、

S
P
C
組
成
を
避
け
、
運
営
事
業
者
を
別

途
選
定
す
る
こ
と
を
希
望
す
る
声
や
、
応

募
グ
ル
ー
プ
に
お
け
る
代
表
企
業
の
役
割

が
大
き
い
こ
と
を
敬
遠
す
る
声
も
聞
か
れ

た
。
運
営
事
業
者
の
プ
レ
ゼ
ン
ス
が
低
く
、

S
P
C
や
応
募
グ
ル
ー
プ
内
で
の
発
言
力

が
弱
い
場
合
、
運
営
業
務
に
お
け
る
創
意

工
夫
を
十
分
盛
り
込
ん
だ
事
業
提
案
や
事

業
遂
行
が
難
し
く
な
る
可
能
性
が
あ
る
だ

ろ
う
。

日
本
と
の
相
違
点

　

①
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
拘
束
力

　

中
央
政
府
の
制
定
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

の
拘
束
力
に
つ
い
て
も
大
き
な
相
違
点
が

あ
る
。
韓
国
で
は
、
P
P
P
事
業
を
進
め

る
た
め
に
発
注
側
、
受
注
側
の
い
ず
れ
の

立
場
に
も
な
い
第
三
者
機
関
と
し
て
、
公

共
投
資
管
理
セ
ン
タ
ー
（
P
I
M
A
C
）

が
あ
る
が
、
こ
こ
は
政
府
の
研
究
機
関
で

あ
る
韓
国
開
発
研
究
院
（
K
D
I
）
の
傘

下
に
あ
り
、
当
該
機
関
は
毎
年
度
、
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
を
発
表
し
て
い
る
。
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
で
は
、
事
業
手
法
選
定
時
に
お
け
る

支
払
い
に
対
す
る
価
値
（
V
F
M
）
算
出

時
の
現
在
価
値
換
算
に
使
用
す
る
割
引
率
、

事
業
費
に
対
す
る
資
本
金
比
率
、
期
待
利

回
り
を
含
め
、
事
業
ス
キ
ー
ム
ご
と
に
具

体
的
な
数
値
が
示
さ
れ
て
い
る
。
事
業
を

実
施
し
よ
う
と
す
る
官
庁
や
地
方
自
治
体

は
こ
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
規
定
に
基
づ
い

て
、
事
業
手
法
を
選
定
す
る
こ
と
が
必
要

で
あ
る
。

　

他
方
で
日
本
の
場
合
、
内
閣
府
P
F
I

推
進
室
や
各
事
業
所
管
省
庁
が
公
表
す
る

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
は
あ
る
も
の
の
、
韓
国
ほ

ど
の
拘
束
力
は
な
い
。

　

こ
の
こ
と
に
よ
り
、
韓
国
の
場
合
、

P
P
P
事
業
経
験
の
少
な
い
自
治
体
で
あ

っ
て
も
、
事
業
に
取
り
組
み
や
す
く
な
っ

て
い
る
と
の
評
価
も
あ
り
、
手
続
き
の
簡

素
化
と
い
う
観
点
か
ら
は
、
日
本
よ
り
進

ん
で
い
る
部
分
と
も
捉
え
ら
れ
る
。
他
方

で
、
民
間
事
業
者
の
提
案
や
各
事
業
に
よ

る
契
約
内
容
の
変
更
可
能
性
が
低
く
、
事

業
条
件
に
合
っ
た
柔
軟
な
対
応
が
困
難
で

あ
る
と
の
批
判
も
確
認
で
き
た
。
従
っ
て
、

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
な
ど
の
統
一
的
な
基
準
を

策
定
す
る
場
合
、
過
度
に
拘
束
力
が
あ
る

と
個
別
の
事
業
の
特
性
を
踏
ま
え
た
提
案

が
困
難
に
な
る
こ
と
に
も
留
意
が
必
要
で

あ
る
。

日
本
へ
の
示
唆

　

①
無
理
の
な
い
官
民
連
携
の
推
進

　

日
本
で
は
、
官
民
連
携
の
拡
大
、
民
間

に
運
営
権
を
売
却
す
る
コ
ン
セ
ッ
シ
ョ
ン

事
業
の
拡
大
に
向
け
た
取
り
組
み
が
進
め

ら
れ
て
い
る
が
、
P
F
I
法
制
定
か
ら
18

年
が
た
つ
今
、
新
規
案
件
数
は
増
加
傾
向

に
あ
る
。

　

韓
国
で
は
前
述
の
通
り
、
P
P
P
事
業

に
は
消
極
的
傾
向
に
あ
り
、
ま
た
政
治
に

よ
り
右
往
左
往
し
て
い
る
状
況
で
あ
る
。

特
に
、
政
府
保
証
の
在
り
方
に
つ
い
て
は

「
完
全
な
独
立
採
算
の
実
現
」
と
「
公
共

性
の
確
保
」
と
い
う
観
点
か
ら
、
政
府
、

民
間
事
業
者
、
議
会
・
利
用
者
の
3
者
そ

れ
ぞ
れ
の
意
向
の
折
り
合
う
部
分
を
導
出

す
る
こ
と
が
重
要
な
論
点
と
な
っ
て
い
る
。

図
表
2
で
は
政
府
負
担
の
削
減
と
一
定
の

介
入
を
求
め
る
政
府
、
政
府
保
証
と
経
営

の
自
由
を
求
め
る
民
間
事
業
者
、
利
用
料

の
低
減
を
求
め
る
議
会
・
利
用
者
と
い
う

3
主
体
の
意
向
の
変
化
を
示
し
て
い
る
。

　

M
R
G
制
度
と
い
っ
た
持
続
可
能
性
の

低
い
政
府
支
援
に
よ
り
、
半
ば
無
理
の
あ

る
形
で
P
P
P
事
業
を
実
施
さ
せ
て
し
ま

う
と
、
支
援
導
入
後
に
市
場
原
理
を
適
正

に
働
か
せ
る
事
業
設
計
を
し
よ
う
と
し
て
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も
、
利
用
者
、
事
業
者
双
方
の
理
解
を
得

る
こ
と
が
難
し
く
な
る
可
能
性
が
あ
る
。

　

日
本
に
お
い
て
も「
財
政
負
担
の
縮
減
」

と
「
民
間
の
得
意
な
部
分
を
民
間
に
任
せ

る
」
と
い
う
原
則
を
踏
ま
え
、
無
理
の
な

い
事
業
推
進
が
求
め
ら
れ
る
で
あ
ろ
う
。

全
分
野
に
推
進
一
辺
倒
に
な
る
の
で
は
な

く
、
官
民
連
携
を
導
入
す
る
こ
と
に
一
定

程
度
理
解
が
得
や
す
い
分
野
に
限
っ
て
推

進
す
る
こ
と
も
一
案
だ
ろ
う
。
特
に
独
立

採
算
事
業
に
つ
い
て
は
、
韓
国
の
各
主
体

の
重
視
す
る
点
が
変
化
し
て
い
っ
た
こ
と

も
踏
ま
え
、
政
府
に
よ
る
補
助
金
交
付
や

保
証
の
在
り
方
と
利
用
料
金
設
定
と
い
っ

た
経
営
の
自
由
度
の
在
り
方
を
複
合
的
に

検
討
す
る
こ
と
が
必
要
だ
ろ
う
。

　

ま
た
、
政
府
の
保
証
と
経
営
の
自
由
度

だ
け
で
は
な
く
、
公
共
施
設
を
利
用
す
る

者
が
「
受
益
者
負
担
」
の
考
え
方
を
一
定

程
度
意
識
す
る
こ
と
も
必
要
だ
ろ
う
。
韓

国
で
は
「
受
益
者
負
担
」
の
考
え
が
十
分

に
浸
透
し
て
い
る
と
は
言
い
難
い
が
、
わ

が
国
に
お
い
て
も
、
同
様
の
状
況
が
あ
る
。

従
っ
て
、
日
本
の
公
共
施
設
で
P
P
P
が

企画財政部

PIMAC

財政健全化を
図りたい

PPIを強力に
  進めたい

投資ファンド

金融機関
ゼネコン

設計・運営事業者

議会 利用者

住民

S-PIMs等

各自治体

企画財政部

PIMAC

財政健全化を
図りたい

PPIを再度
盛り上げたい

投資ファンド

金融機関
ゼネコン

設計・運営事業者

議会 利用者

住民

S-PIMs等

各自治体

企画財政部

PIMAC

公共性を重視しながら
財政健全化を図りたい

PPIを適切に
進めたい

投資ファンド

金融機関
ゼネコン

設計・運営事業者

議会 利用者

住民

S-PIMs等

各自治体

重視

MRG制度導入時

重視 重視

政府・行政機関

民間事業者 議会・利用者

安定的な投資対象
のため、投資したい

安定的かつ
大規模事業に
参画したい

公共性を担保
しながら効率性を
実現したい

サービスの質と料金
・需要変動に伴うサービスの劣化、料金の引き上げについて
・事業縮小・撤退の自由度

適切なリスク分担
・補助金
・利用料金の引き上げ
の自由度

財政支出の
健全化に理解？

税金を有効活用
してほしい

サービス向上と
低廉な利用料金
の維持を望む

安定的な融資対象
に融資したい

SPC内部の利益を
適切に配してほしい

財政支出を減らしつつ、
インフラ整備を充実させたい

重視

重視

BTO-rs.BTO-a導入時

政府・行政機関

民間事業者 議会・利用者

安定的な投資対象
かは不明。BTO-rs方式
には投資できるか

・大規模事業に
継続的に参画したい
・リスクをより公共に
負担してほしい

公共性を
担保してほしい

サービスの質と料金
・需要変動に伴うサービスの劣化、料金の引き上げについて

適切なリスク分担 PPI自体に対する嫌悪感

税金を適正に
有効活用してほしい

サービス向上と
低廉な利用料金
の維持を望む

安定的な融資と
なるような利率を
確保したい

SPC内部の利益が適切に
配分されないのであれば

撤退も視野に

財政支出を減らし、
なるべくリスクをとらずに
インフラ整備を充実させたい

重視

重視

文政権時

政府・行政機関

民間事業者 議会・利用者

安定的な投資対象
とは言い難い。
静観したい

・大規模事業があれば、
継続的に参画したい
・リスクをより公共に
負担してほしい

公共性を
最重視してほしい

サービスの質と料金
・需要変動に伴うサービスの劣化、料金の引き上げについて

適切なリスク分担 PPI自体に対する嫌悪感

税金を適正に
有効活用してほしい

利用料金の
引き上げは
避けるべき

安定的な融資と
なるよう利率を
守りたい

SPC内部の利益が
適切に配分されないの
であれば撤退したい

財政支出を減らし、
なるべくリスクをとらずに
インフラ整備を充実させたい

重視

重視

（出所）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング作成

〈図表2〉韓国の官民連携事業を取り巻く各主体の変化について
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導
入
さ
れ
て
い
る
も
の
に
は
、
必
要
と
な

る
コ
ス
ト
の
す
べ
て
を
利
用
料
金
の
形
で

回
収
で
き
て
い
な
い
施
設
も
あ
る
。
現
在
、

地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
は
、
新
地
方
公

会
計
制
度
の
利
活
用
が
進
め
ら
れ
て
お
り
、

こ
の
制
度
の
一
つ
に
「
利
用
料
金
の
設
定

に
当
た
り
、
公
共
負
担
額
を
フ
ル
コ
ス
ト

で
算
定
す
る
こ
と
」
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。

こ
う
し
た
取
り
組
み
と
相
ま
っ
て
、
わ
が

国
に
お
い
て
も
、
利
用
者
の
負
担
実
感
が

な
い
ま
ま
に
無
理
に
P
P
P
事
業
を
推
進

す
る
の
で
は
な
く
、
公
共
施
設
に
お
け
る

適
正
な
利
用
料
金
の
設
定
が
進
め
ら
れ
る

こ
と
を
期
待
し
た
い
。

　

②
統
一
的
な
前
提
条
件
設
定

　

日
本
の
場
合
は
前
述
の
通
り
、
P
F
I

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
つ
い
て
は
制
定
さ
れ
て

い
る
も
の
の
拘
束
力
は
弱
く
、
例
え
ば
割

引
率
に
つ
い
て
は
、
各
事
業
で
自
治
体
が

個
別
に
定
め
て
い
る
ケ
ー
ス
が
散
見
さ
れ

る
。
官
民
連
携
が
望
ま
し
い
事
業
分
野
を

一
定
程
度
顕
在
化
す
る
こ
と
や
、
計
画
時

V
F
M
と
契
約
時
V
F
M
の
乖か

い

離り

が
少
な

く
な
る
な
ど
の
理
由
か
ら
、
前
提
条
件
の

う
ち
、
割
引
率
な
ど
の
事
業
固
有
で
は
な

い
も
の
に
つ
い
て
は
、
統
一
的
な
基
準
を

定
め
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

　

ま
た
、
手
続
き
の
簡
素
化
と
い
う
観
点

か
ら
も
、
そ
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
一
定
の

拘
束
力
を
持
つ
も
の
と
し
て
扱
わ
れ
る
よ

う
、「
公
表
し
て
終
わ
り
」
で
は
な
く
毎

年
度
、
市
況
に
合
わ
せ
た
更
新
を
行
う
こ

と
も
有
用
だ
ろ
う
。
た
だ
し
、
期
待
利
回

り
や
資
本
金
比
率
な
ど
、
拘
束
力
を
持
つ

統
一
基
準
を
導
入
す
る
こ
と
が
適
切
と
は

言
え
な
い
よ
う
な
事
業
固
有
の
前
提
条
件

も
あ
る
た
め
、
統
一
基
準
を
導
入
す
る
前

提
条
件
は
慎
重
に
設
定
す
る
必
要
が
あ
る
。

　

③
S
P
C
構
成
の
在
り
方

　

今
後
は
、
1
9
6
0
年
代
以
降
に
整
備

さ
れ
た
施
設
の
老
朽
化
対
策
や
建
て
替
え

事
業
が
増
大
し
自
治
体
財
政
を
逼
迫
さ
せ

る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
が
、
こ
の
よ
う
な

ハ
コ
モ
ノ
施
設
に
P
P
P
事
業
を
導
入
す

る
場
合
、
特
に
そ
の
運
営
改
善
は
重
要
な

視
点
と
な
る
。
有
力
な
運
営
事
業
者
が

P
F
I
に
お
け
る
S
P
C
組
成
や
P
F
I

事
業
自
体
を
敬
遠
し
て
し
ま
う
状
況
が
深

刻
化
し
て
し
ま
っ
た
場
合
、
良
い
運
営
事

業
者
は
P
F
I
事
業
そ
の
も
の
に
参
画
し

な
い
、
と
い
う
こ
と
も
発
生
し
か
ね
な
い
。

こ
の
よ
う
な
リ
ス
ク
も
踏
ま
え
、
P
P
P

事
業
を
実
施
す
る
際
に
運
営
事
業
者
の
発

言
力
を
向
上
さ
せ
る
た
め
の
取
り
組
み

（
例
え
ば
運
営
事
業
者
先
決
型
P
F
I
事

業
の
実
施
や
、
維
持
管
理
運
営
部
分
に
関

し
て
配
点
を
高
く
し
た
審
査
基
準
な
ど
）

が
今
後
重
要
と
な
っ
て
く
る
だ
ろ
う
。

─
─
─
─
─
─
─
─
─
─

　
【
筆
者
紹
介
】

　

森
下
美
苗
（
も
り
し
た
・
み
な
え
）
京

都
大
経
卒
。
文
部
科
学
省
で
学
校
法
人
の

税
制
改
正
、
高
校
教
育
制
度
改
革
、
文
教

施
設
に
お
け
る
P
P
P
/
P
F
I
、
コ
ン

セ
ッ
シ
ョ
ン
制
度
の
導
入
に
関
す
る
検
討

な
ど
に
従
事
し
、
現
職
。
専
門
は
、
官
民

連
携
、
教
育
制
度
、
学
校
法
人
制
度
な
ど
。

　

川
﨑
昌
和
（
か
わ
さ
き
・
ま
さ
か
ず
）

京
都
大
大
学
院
工
学
研
究
科
修
了
。
三
和

総
合
研
究
所
（
現
三
菱
U
F
J
リ
サ
ー
チ

＆
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
）
入
社
。
以
降
、

都
市
計
画
・
ま
ち
づ
く
り
分
野
、
官
民
連

携
分
野
に
従
事
。

　

上
田
義
人
（
う
え
だ
・
よ
し
と
）
名
古

屋
大
大
学
院
環
境
学
研
究
科
修
了
。
三
菱

U
F
J
リ
サ
ー
チ
＆
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

入
社
。
専
門
は
、
P
F
I
や
指
定
管
理
者

制
度
を
は
じ
め
と
す
る
官
民
連
携
事
業
の

導
入
支
援
。

　

馬
場
康
郎
（
ば
ん
ば
・
や
す
お
）
京
都

大
法
卒
。
財
務
省
で
公
会
計
改
革
、
海
外

経
済
調
査
な
ど
に
従
事
し
た
後
、
コ
ン
サ

ル
テ
ィ
ン
グ
フ
ァ
ー
ム
を
経
て
現
職
。
専

門
は
、
行
財
政
制
度
、
官
民
連
携
、
税
・

財
政
・
社
会
保
障
、
地
方
行
財
政
な
ど
。


